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○公立大学法人福岡県立大学における福岡県個人情報の保護に

関する法律施行条例施行規程 

法人規程第７２号 

令和５年４月１日 

 

（趣旨） 

第一条 この規程は、個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号。以下

「法」という。）、個人情報の保護に関する法律施行令（平成十五年政令第五百七号。

以下「政令」という。）及び福岡県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和四年福

岡県条例第四十三号。以下「条例」という。）の施行に関し公立大学法人福岡県立大学

理事長（以下「理事長」という。）が保有する個人情報の保護等について必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第二条 この規則で使用する用語は、法及び条例で使用する用語の例による。 

（個人情報ファイル簿） 

第三条 法第七十五条第一項の個人情報ファイル簿は、様式第一号によるものとする。 

（個人情報取扱事務登録簿） 

第四条 条例第四条第一項の個人情報取扱事務登録簿は、様式第二号によるものとする。 

２ 条例第四条第二項第六号の実施機関が定める事項は、次の各号に掲げる事項とする。 

一 法第六十条第二項第一号に係る個人情報ファイル又は同項第二号に係る個人情報フ

ァイルの別 

二 保有個人情報の記録項目 

三 保有個人情報に含まれる要配慮個人情報の記録項目 

四 保有個人情報に特定個人情報が含まれるときは、その旨 

五 保有個人情報の収集先 

六 保有個人情報の提供先 

（開示請求書） 

第五条 条例第五条の開示請求書は、保有個人情報開示請求書（様式第三号）によるもの

とする。 

２ 条例第五条の実施機関が定める事項は、書類の送付先が請求者の住所又は居所と異な

る場合における送付先及びその理由並びに郵送により開示請求を行う場合における請求
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者の本人確認に必要な書類の別とする。 

（開示決定通知書等） 

第六条 法第八十二条第一項の通知は、次の各号に掲げる決定の区分に応じ、当該各号に

定める様式により行うものとする。 

一 保有個人情報の全部を開示する旨の決定 保有個人情報開示決定通知書（様式第四

号） 

二 保有個人情報の一部を開示する旨の決定 保有個人情報部分開示決定通知書（様式

第五号） 

２ 法第八十二条第二項の通知は、保有個人情報不開示決定通知書（様式第六号）により

行うものとする。 

（開示決定等期間延長通知書） 

第七条 条例第六条第二項の通知は、保有個人情報開示決定等期間延長通知書（様式第七

号）により行うものとする。 

（開示決定等期間特例延長通知書） 

第八条 条例第七条の通知は、保有個人情報開示決定等期間特例延長通知書（様式第八

号）により行うものとする。 

（開示請求事案移送書等） 

第九条 法第八十五条第一項の規定による他の行政機関の長に対する事案の移送は、保有

個人情報開示請求事案移送書（様式第九号）により行うものとする。 

２ 法第八十五条第一項の通知は、保有個人情報開示請求事案移送通知書（様式第十号）

により行うものとする。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等の通知） 

第十条 法第八十六条第一項の通知を書面で行うときは、保有個人情報の開示請求に係る

意見照会書（様式第十一号）により行うものとする。 

２ 法第八十六条第二項の通知は、保有個人情報の開示請求に係る意見照会書（様式第十

二号）により行うものとする。 

３ 法第八十六条第三項の通知は、反対意見書に係る保有個人情報の開示決定通知書（様

式第十三号）により行うものとする。 

（電磁的記録の開示方法） 

第十一条 法第八十七条第一項の行政機関等が定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記

録の種別に応じ、当該各号に定める方法とする。 
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一 録音テープ又は録音ディスク 次に掲げる方法 

イ 当該録音テープ又は録音ディスクを専用機器により再生したものの聴取 

ロ 当該録音テープ又は録音ディスクをＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒその他の電磁的記録媒

体に複写したものを専用機器により再生したものの聴取（イに定める方法に支障が

ある場合で、当該複写を容易に行うことができるときに限る。） 

ハ 当該録音テープ又は録音ディスクを録音カセットテープに複写したものの交付 

ニ 当該録音テープ又は録音ディスクをＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒその他の電磁的記録媒

体に複写したものの交付（ハに定める方法に支障がある場合で、当該複写を容易に

行うことができるときに限る。） 

二 ビデオテープ又はビデオディスク 次に掲げる方法イ 当該ビデオテープ又はビデオ

ディスクを専用機器   

により再生したものの視聴 

ロ 当該ビデオテープ又はビデオディスクをＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒその他の電磁的記録

媒体に複写したものを専用機器により再生したものの視聴（イに定める方法に支障が

ある場合で、当該複写を容易に行うことができるときに限る。） 

ハ 当該ビデオテープ又はビデオディスクをビデオカセットテープに複写したものの交

付 

ニ 当該ビデオテープ又はビデオディスクをＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒその他の電磁的記録

媒体に複写した  

 ものの交付（ハに定める方法に支障がある場合で、当該複写を容易に行うことができ

るときに限る。） 

三 その他の電磁的記録 次に掲げる方法であって、理事長がその保有するプログラム

（電子計算機に対する指令であって、一の結果を得ることができるように組み合わされ

たものをいう。）により行うことができるもの 

イ 当該電磁的記録を日本産業規格Ａ列三番以下の大きさの用紙に出力したものの閲覧

又は交付 

ロ 当該電磁的記録を専用機器により再生したものの閲覧又は視聴（当該閲覧又は視聴

を容易に行うことができる場合に限る。） 

ハ 当該電磁的記録をＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒその他の電磁的記録媒体に複写したものの

交付（当該複写したものの交付を容易に行うことができる場合に限る。） 

（開示実施方法等申出書） 
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第十二条 法第八十七条第三項の申出は、保有個人情報の開示実施方法等申出書（様式第

十四号）により行うものとする。 

（保有個人情報の開示） 

第十三条 理事長は、保有個人情報の閲覧、視聴又は聴取をする者が、当該保有個人情報

が記録された法第六十条第一項に規定する地方公共団体等行政文書（以下「公文書」と

いう。）を改ざんし、汚損し、又は破損するおそれがあると認めるときは、当該公文書

の閲覧、視聴又は聴取の中止を命ずることができる。 

２ 保有個人情報の写しの交付の部数は、請求一件につき一部とする。 

 （開示請求に係る手数料） 

第十四条 法第八十九条第七項に規定する手数料は、徴収しない。 

（写しの交付に要する費用等） 

第十五条 法第八十七条第一項に規定する写しの交付に要する費用は、別表に定める額と

する。 

２ 保有個人情報の写しの送付を受ける者は、前項の費用を前納しなければならない。 

３ 政令第二十八条第五項の地方独立行政法人の定める送付に要する費用の納付方法は、

郵便切手で納付する方法とする。 

４ 保有個人情報の写しの送付を受ける者は、第一項の費用及び前項の郵便切手を前納し

なければならない。 

（訂正請求書） 

第十六条 法第九十一条第一項の訂正請求書は、保有個人情報訂正請求書（様式第十五

号）によるものとする。 

（訂正決定通知書等） 

第十七条 法第九十三条第一項の通知は、保有個人情報訂正決定通知書（様式第十六号）

により行うものとする。 

２ 法第九十三条第二項の通知は、保有個人情報不訂正決定通知書（様式第十七号）によ

り行うものとする。 

（訂正決定等期間延長通知書） 

第十八条 法第九十四条第二項の通知は、保有個人情報訂正決定等期間延長通知書（様式

第十八号）により行うものとする。 

（訂正決定等期間特例延長通知書） 

第十九条 法第九十五条の通知は、保有個人情報訂正決定等期間特例延長通知書（様式第
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十九号）により行うものとする。 

（訂正請求事案移送通知書等） 

第二十条 法第九十六条第一項の規定による他の行政機関の長等に対する事案の移送は、

保有個人情報訂正請求事案移送書（様式第二十号）により行うものとする。 

２ 法第九十六条第一項の通知は、保有個人情報訂正請求事案移送通知書（様式第二十一

号）により行うものとする。 

（訂正実施通知書） 

第二十一条 法第九十七条の通知は、保有個人情報訂正実施通知書（様式第二十二号）に

より行うものとする。 

（利用停止請求書） 

第二十二条 法第九十九条第一項の利用停止請求書は、保有個人情報利用停止請求書（様

式第二十三号）によるものとする。 

（利用停止決定通知書等） 

第二十三条 法第百一条第一項の通知は、保有個人情報利用停止決定通知書（様式第二十

四号）により行うものとする。 

２ 法第百一条第二項の通知は、保有個人情報利用不停止決定通知書（様式第二十五号）

により行うものとする。 

（利用停止決定等期間延長通知書） 

第二十四条 法第百二条第二項の通知は、保有個人情報利用停止決定等期間延長通知書

（様式第二十六号）により行うものとする。 

（利用停止決定等期間特例延長通知書） 

第二十五条 法第百三条の通知は、保有個人情報利用停止決定等期間特例延長通知書（様

式第二十七号）により行うものとする。 

（任意代理における委任状） 

第二十六条 本人の委任による代理人が次の各号に掲げる請求をする場合における政令第

二十二条第三項（政令第二十九条において準用する場合を含む。）の委任状は、当該各

号に定める様式によるものとする。 

一 法第七十六条第二項の規定による開示請求 委任状（保有個人情報に係る開示請求

用）（様式第二十八号） 

二 法第九十条第二項の規定による訂正請求 委任状（保有個人情報に係る訂正請求

用）（様式第二十九号） 
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三 法第九十八条第二項の規定による利用停止請求 委任状（保有個人情報に係る利用

停止請求用）（様式第三十号） 

（審議会諮問通知書） 

第二十七条 法第百五条第三項において準用する同条第二項の規定による通知は、保有個

人情報に係る審議会諮問通知書（様式第三十一号）により行うものとする。 

 （行政機関等匿名加工情報の利用に係る手数料） 

第二十八条 法第百十五条の規定により行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を締

結しようとする者が納付しなければならない手数料の額は、二万千円に次に掲げる額の

合計額を加算した額とする。 

 一 行政機関等匿名加工情報の作成に要する時間一時間までごとに三千九百五十円 

 二 行政機関等匿名加工情報の作成の委託を受けた者に対して支払う額（当該委託をす

る場合に限る。） 

２ 法第百十八条第二項において準用する法第百十五条の規定により行政機関等匿名加工

情報の利用に関する契約を締結しようとする者が納付しなければならない手数料の額

は、次の各号に掲げる行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を締結する者の区分

に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 次号に掲げる者以外の者 

 法第百十五条の規定により当該行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を締

結する者が前項の規定により納付しなければならない手数料の額と同一の額 

二 法第百十五条（法第百十八条第二項において準用する場合を含む。）の規定によ

り当該行政機関等匿名加工情報の利用に関する契約を締結した者 一万二千六百円 
（法の施行状況の報告） 

第二十九条 理事長は、知事に対し、法の施行状況の報告を行うものとする。  

２ 前項の報告は、保有個人情報開示請求書、保有個人情報訂正請求書及び保有個人情報利

用停止請求書の写し並びに開示請求、訂正請求及び利用停止請求に対する決定通知書等

の写しの提出をもって行うものとする。 

（口頭での求めに応じて行う本人提供） 

第三十条 理事長は、法第六十九条第二項第一号の本人提供のうち、口頭での求めに応じ

て提供する保有個人情報の内容並びに保有個人情報を提供する期間、場所及び方法を定

めたときは、その内容をインターネットの利用その他の適切な方法により公表するもの

とする。 

２ 前項の規定は、前項で定めた内容を変更したとき又は保有個人情報の提供をやめたと

きについて準用する。 



３－３－１７ 公立大学法人福岡県立大学における福岡県個人情報の保護に関する法律施行条例施行規程 
 

- 7 - 
 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和五年四月一日から施行する。 

（公立大学法人福岡県立大学が取り扱う個人情報の保護に関する福岡県個人情報保護条

例施行規程の廃止） 

２ 公立大学法人福岡県立大学が取り扱う個人情報の保護に関する福岡県個人情報保護条

例施行規程（平成十八年法人規程第四十号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ 条例附則第三条第二項に規定する個人情報の開示、訂正及び利用停止については、な

お従前の例による。 
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別表（第十五条関係） 

区 分 交付する写し 金 額 

一 文書、図面又は写真 一 複写機により複写した

もの（単色刷り） 

一枚につき 十円 

二 複写機により複写した

もの（多色刷り） 

一枚につき 三十円 

二 マイクロフィルム 用紙に印刷したもの 用紙一枚につき 十円 

三 録音テープ又は録音ディ

スク 

録音カセットテープに複写

したもの 

一巻につき 百二十円 

四 ビデオテープ又はビデオ

ディスク 

ビデオカセットテープに複

写したもの 

一巻につき 百七十円 

五 電磁的記録 一 用紙に出力したもの

（単色刷り） 

用紙一枚につき 

十円 

二 用紙に出力したもの

（多色刷り） 

用紙一枚につき 

三十円 

三 ＣＤ―Ｒに複写したも

の 

一枚につき 

八十円 

四 ＤＶＤ―Ｒに複写した

もの 

一枚につき 

百円 

五 その他の電磁的記録媒

体に複写したもの 

当該写しの作成に要する費

用に相当する額 

六 その他の公文書 当該公文書の性質に応じ作

成した写し 

当該写しの作成に要する費

用に相当する額 

備考 一の項、二の項又は五の項一若しくは二の場合においては、日本産業規格Ａ列三番

以下の大きさの用紙を用いることとする。また、両面印刷の用紙を用いるときは、片面

を一枚として算定する。 



様式第１号（第３条関係） 
 

個人情報ファイル簿 
個人情報ファイルの名

称  

行政機関等の名称 公立大学法人福岡県立大学 

事務担当課等 
部・局・所    課・室 

電話番号（   ）  ―     内線（    ） 

個人情報ファイルの利

用目的  

記録項目  

記録範囲  

記録情報の収集方法  

要配慮個人情報の有無 □ 含む    □ 含まない 
条例要配慮個人情報の

有無 □ 含む    □ 含まない 

記録情報の経常的提供

先 

□ 有     □ 無 
 

開示請求等を受理する

組織の名称及び所在地 

名 称 福岡県     部・局・所     課・室 

所在地  

訂正及び利用停止に関

する他の法令の規定に

よる特別の手続等 

□ 有     □ 無 
 

個人情報ファイルの種

別 

□ 法第 60条第 2項第 1号 

（電算処理ファイル） 
□ 法第 60条第 2項第 2号 

（マニュアル処理ファイル） 
 
  

政令第 21条第 7項に該当するファイル  
□ 有   □ 無 



行政機関等匿名加工情報の提案の募集をする個人情報ファイルである旨 

□ 該当 □ 非該当 

□ 法第６０条第３項第２号非該当 
□ 法第６０条第３項第３号非該当 
 

 

※ 以下、該当の場合のみ記載 

 

行政機関等匿名加工

情報の提案を受ける

組織の名称及び所在

地 

名 称 公立大学法人福岡県立大学 

所在地 福岡県田川市伊田４３９５ 

行政機関等匿名加工

情報の概要  

作成された行政機関

等匿名加工情報に関

する提案を受ける組

織の名称及び所在地 

名 称 公立大学法人福岡県立大学 

所在地 福岡県田川市伊田４３９５ 

作成された行政機関

等匿名加工情報に関

する提案をすること

ができる期間 

 

備考  

 
 



□ □

（本人に係る事項）

□ □ □ □ □ □ □

□ □ □ □ □ □

□ ]

（提出書類）

□ □ □ □ □ □ □

□ □ □ □ □ □

□ ]

□ □

□ □ □ □ □ □

□ □ □ □ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

　含まない

　含まない

　犯罪により害を
　被った事実

　心身の機能の障がい 健康診断等の結果
　医師等による指導・診療
　・調剤に関する情報

　少年の保護事件に
　関する手続の事実

保有個人情報の収集先・提供先

　社会的身分

　含む

保有個人情報の記録項目等

　刑事事件に関する
　手続の事実

　病歴

　含まない要配慮個人情報の有無 　含む

　含む

　その他 [

　その他 [

　診断書等　源泉徴収票

　パスポート

　役職（地位）

　住所

　資格

　個人識別符号

　本籍・国籍

　メールアドレス

　戸籍謄本
　マイナンバー
  カード

　犯罪の経歴

　運転免許証

個人情報取扱事務登録簿

保有開始（予定）年月日

個人情報取扱事務を所管する組織の名称

個人情報取扱事務の名称

個人情報取扱事務の目的

個人情報取扱事務の対象となる個人の範囲

個人情報ファイルの種別

事務番号

法第60条第2項第1号（電算処理ファイル） 法第60条第2項第2号（マニュアル処理ファイル）

変更（予定）年月日

様式第２号（第４条関係）

本人への提供

提供

特定個人情報の有無

　家族構成等 　勤務先・通学先等 　職歴・学歴

　氏名 　性別 　生年月日・年齢 　電話番号

　健康保険証 証明写真　　

　納税証明書等

　住民票

　通帳

　その他 [　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]

　所管課室・出先機関経由

　業務委託先経由

　本人へ直接提供

　その他 [　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]

　所管課室・出先機関経由

　業務委託先経由

備　　　　考

収集

要配慮個人情報の記録項目

条例要配慮個人情報の有無

　資格・免許
　その他証書

　手帳・受給者証等

　人種 　信条

　本人の属する機関等

　他の実施機関

　その他 [　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]

　国、他の地方自治体等

　本人以外から収集

　本人以外への提供

　他の実施機関への提供

　国、他の地方自治体等への提供

　ホームページ等による公表

　その他 [　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]

　本人から収集

　本人から直接収集



様式第３号（第５条関係） 
（表）  

保有個人情報開示請求書 
 
公立大学法人福岡県立大学理事長 殿 

年  月  日 
 

郵便番号        
（請求者）住所又は居所                      
     フリガナ                        

            氏  名                        
            電話番号（     ）      ―          
 
個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第７７条第１項の規定により、

次のとおり保有個人情報の開示を請求します。 
請求する保有個人情報の

内容 
  請求する保有個人情報の内 

容が特定できるよう、開示 
請求に係る保有個人情報が 
記録されている公文書の名 
称、内容等をできるだけ具 
体的に記載してください。 

 

求める開示の実施方法 □閲覧  □視聴取  □写しの交付（ □郵送希望 ） 

代理人が

請求する

場合にお

ける本人

の氏名等 

フリガナ 
氏 名 

 
 

住所又は居所  

電話番号 （任意代理人の場合） 

代理人の種別 

□ 法定代理人 
□ 未成年者（    年  月  日生） 

  □ 成年被後見人 
□ 任意代理人 

備考  

注 １ □については、該当する□にレ印を付けてください。 
  ２ 請求の際は、請求者欄に記載された請求者本人であることを確認するために必要な書類（運転免

許証、健康保険の被保険者証、個人番号カード等）の提示又は提出が必要です。 
  ３ 法定代理人による請求の場合は、２の書類のほか戸籍謄本等その資格を証明する書類の提示又は

提出が必要です。 
  ４ 任意代理人による請求の場合は、２の書類のほか委任状等その資格を証明する書類の提出が必要

です。 
  ５ ３及び４の書類は、開示請求の日前３０日以内に作成されたものに限ります。 
  ６ 任意代理人による請求の場合は、本人に対し、代理権の付与についての確認を行う場合がありま

すので、本人の電話番号を必ず記載してください。 
  ７ 開示請求をした代理人が当該開示請求に係る保有個人情報の開示を受ける前にその資格を喪失

したときは、直ちに書面でその旨を届け出てください（当該届出があった段階で、取下げがあった

ものとみなします。）。 
  ８ 開示の希望日については、備考欄を活用ください。 

  ９ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とします。 



（裏） 
書類の送付先（請求者欄の住所又は居所と異なる場合のみ記載） 
郵便番号            
送付先                           
電話番号（      ）       ―          

書類の送付先が請求者欄の住所又は居所と異なる場合は、その理由を記入し、当該理

由を証明する書類（例えば入院先の病院長の証明等）を提示又は提出してください。 
（理由） 

 

【郵送により開示請求を行う場合】 

 郵送により開示請求を行う場合は、次に掲げる書類を提出する必要があります（提出す

る書類にレ印を付けてください。）。なお、その他確認書類を提出する場合には、開示請

求担当窓口へ事前に相談してください。 

１ 請求者欄（表面）に記載された請求者本人であることを確認するため、次の(1)及び(2)

の書類を提出してください。 
 （1）次のいずれかの書類の写し 
  □運転免許証 □健康保険の被保険者証 

  □個人番号カード（表面のみ） □住民基本台帳カード（住所記載のあるもの） 

  □在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明

書 

  □その他確認書類（                    ） 

  （2）住民票の写し（開示請求の日前３０日以内に作成されたものに限ります。個人番号

の記載がある場合は黒塗りしてください。） 

２ 法定代理人による請求の場合は、１の書類のほか戸籍謄本その他その資格を証明する

書類（開示請求の日前３０日以内に作成されたものに限ります。）の提出が必要です。 
３ 任意代理人による請求の場合は、１の書類のほか委任状その他その資格を証明する書

類（開示請求の日前３０日以内に作成されたものに限ります。）の提出が必要です。 

  ただし、委任状については、①委任者の実印により押印した上で印鑑登録証明書を添

付するか②委任者の運転免許証等本人に対し、一に限り発行される書類の写しを併せて

提出してください。 

 
※ 事務担当課等記入欄 
事務担当課等 部・局・所      課・室      係 

請求者本人確認欄 

□運転免許証 □健康保険の被保険者証 
□個人番号カード、住民基本台帳カード（住所記載があるもの） 
□在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみな

される外国人登録証明書 
□その他（               ） 

□住民票（郵送の場合、上記書類及び住民票の確認が必要） 

法定代理人資格確認欄 □戸籍謄本 □成年後見登記の登記事項証明書 
□その他（               ） 

任意代理人資格確認欄 □委任状 □その他（               ） 

備考  
 
 



様式第４号（第６条関係） 
 

保有個人情報開示決定通知書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 

年  月  日付けで開示請求のあった保有個人情報については、個人情報の

保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８２条第１項の規定により、次のとおり

全部を開示することを決定したので通知します。 

開示請求に係る保有

個人情報の内容 

 

開示する個人情報の

利用目的 

 

請求者の求める実施

方法等による開示の

可否等 

□ 請求者の求める実施方法等による開示ができます。 

 

方法 □閲覧 □視聴取 □写しの交付（ □郵送 ） 

日時 年  月  日      時   分 

場所  

□ 請求者の求める実施方法等による開示ができません（実施

方法等の求めがありません。）。 

  開示の実施の方法については、下記のとおり対応できま

す。同封の保有個人情報開示実施申出書に必要事項を記載し

て事務担当課等に提出してください。 

 
方法 

① 窓口における閲覧、視聴取又は写しの交付 

② 郵送による写しの交付 

日時 
 年 月 日から 年 月 日まで 

 時 分から 時 分まで（閉庁日を除く） 

場所  

郵送による開示の場

合の費用等 
① 郵送に要する費用：  円（郵便切手により納付） 

② 郵送に要する日数：  日 

事務担当部局等 
 

電話番号（   ）  ―     内線（    ） 

備考 
 

注 １ 開示を受ける際には、①この通知書と②開示請求をした本人であることを証明するた



めに必要な書類を係員に提示してください。 
  ２ 指定された日時に来られない場合は、あらかじめその旨を電話等により事務担当課等

まで連絡してください。 
 

この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、

公立大学法人福岡県立大学理事長に対して審査請求をすることができます。また、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して６か月以内に公立大学法人福岡県立大学を被告として（代表者は公立大学

法人福岡県立大学理事長となります。）この決定の取消しの訴えを提起することもできます。 
なお、決定の取消しの訴えは、審査請求を行った後においては、その審査請求に対する裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。  



様式第５号（第６条関係） 
 

保有個人情報部分開示決定通知書 

 
第     号 
年  月  日 

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 

年  月  日付けで開示請求のあった保有個人情報については、個人情報の

保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８２条第１項の規定により、次のとおり

一部を開示することを決定したので通知します。 

開示請求に係る保有

個人情報の内容 

 

開示する個人情報の

利用目的 

 

開示しない部分及び

理由 

個人情報の保護に関する法律第７８条第１項第  号に該当 

該当号        説     明 
  

請求者の求める実施

方法等による開示の

可否等 

□ 請求者の求める実施方法等による開示ができます。 

 

方法 □閲覧 □視聴取 □写しの交付（ □郵送 ） 

日時 年  月  日      時   分 

場所  

□ 請求者の求める実施方法等による開示ができません（実施

方法等の求めがありません。）。 

  開示の実施の方法については、下記のとおり対応できま

す。同封の保有個人情報開示実施申出書に必要事項を記載し

て事務担当課等に提出してください。 

 
方法 

① 窓口における閲覧、視聴取又は写しの交付 

② 郵送による写しの交付 

日時 
 年 月 日から 年 月 日まで 

 時 分から 時 分まで（閉庁日を除く） 

場所  

郵送による開示の場

合の費用等 
① 郵送に要する費用：  円（郵便切手により納付） 

② 郵送に要する日数：  日 



事務担当部局等 
 

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考  
注 １ 開示を受ける際には、①この通知書と②開示請求をした本人であることを証明するた

めに必要な書類を係員に提示してください。 
  ２ 指定された日時に来られない場合は、あらかじめその旨を電話等により事務担当課等

まで連絡してください。 
 
この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、

公立大学法人福岡県立大学理事長に対して審査請求をすることができます。また、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して６か月以内に公立大学法人福岡県立大学を被告として（代表者は公立大学

法人福岡県立大学理事長となります。）この決定の取消しの訴えを提起することもできます。 
なお、決定の取消しの訴えは、審査請求を行った後においては、その審査請求に対する裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 
 



様式第６号（第６条関係） 
 

保有個人情報不開示決定通知書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 
     年  月  日付けで開示請求のあった保有個人情報については、個人情報の

保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８２条第２項の規定により、次のとおり

全部を開示しないことを決定したので通知します。 

開示請求に係る保有

個人情報の内容 

 

開示しない理由 

個人情報の保護に関する法律第７８条第１項第  号に該当 

該当号 説      明 
  

事務担当部局等 
 

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考  

この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、

公立大学法人福岡県立大学理事長に対して審査請求をすることができます。また、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に公立大学法人福岡県立大学を被告として（代表者は公立

大学法人福岡県立大学理事長となります。）この決定の取消しの訴えを提起することもできます。 
なお、決定の取消しの訴えは、審査請求を行った後においては、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 
  



様式第７号（第７条関係） 
 

保有個人情報開示決定等期限延長通知書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 

年  月  日付けで開示請求のあった保有個人情報については、福岡県個人

情報の保護に関する法律施行条例（令和４年福岡県条例第４３号）第６条第２項の規定に

より、次のとおり開示決定等の期限を延長したので通知します。 

開示請求に係る保有

個人情報の内容 

 

延長前の決定期間 年   月   日 から 
年   月   日 まで 

延長後の決定期限 年   月   日 

延長の理由 

 

事務担当部局等 
 

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考  
  



様式第８号（第８条関係） 
 

保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 

年  月  日付けで開示請求のあった保有個人情報については、福岡県個人

情報の保護に関する法律施行条例（令和４年福岡県条例第４３号）第７条の規定により、

次のとおり開示決定等の期限を延長したので通知します。 

開示請求に係る保有個人情報

の内容 

 

延長前の決定期間 年   月   日 から 
年   月   日 まで 

開示請求に係る保有個人情報

のうちの相当の部分について

開示決定等をする期限 
年   月   日  

残りの保有個人情報について

開示決定等をする期限       年   月   日 

福岡県個人情報の保護に関す

る法律施行条例第７条を適用

する理由 

 

事務担当部局等 
 

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考  

  



様式第９号（第９条関係） 
 

保有個人情報開示請求事案移送書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            殿 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 

年  月  日付けで請求のあった保有個人情報の開示請求に係る事案につい

て、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８５条第１項の規定によ

り、次のとおり移送します。 

開示請求に係る保有個人

情報の内容 

 

開示請求者氏名等 

 
氏 名： 
住所又は居所： 
連絡先： 
 
法定代理人又は任意代理人による開示請求の場合 
本人の状況 □未成年（  年  月  日生） 
      □成年被後見人 
      □任意代理人委任者 
 
本人の氏名                 
本人の住所又は居所             

添付資料等 
 

備考  

注 開示請求書の写し、移送までの経緯の概要等参考になる資料を添付し、併せて添付資料欄

に記載すること。  



様式第１０号（第９条関係） 
 

保有個人情報開示請求事案移送通知書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 

年  月  日付けで請求のあった保有個人情報の開示請求に係る事案につい

て、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８５条第１項の規定によ

り、次のとおり移送したので通知します。 
 なお、保有個人情報の開示決定等は、下記の移送先の行政機関等において行われます。 

開示請求に係る保有個人

情報の内容 

 

移送をした日 年    月    日 

移送の理由 
 

移送先の行政機関の長等 

行政機関の長等 
 

部局課室名等 
 

所在地 
 

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

移送元の事務担当部局等 
 

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考  



様式第１１号（第１０条関係） 
 

保有個人情報の開示請求に係る意見照会書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 
あなた（貴団体等）に関する情報が含まれている保有個人情報について、個人情報の保

護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第７７条第１項の規定による開示請求があり、

当該保有個人情報について開示決定等を行う際の参考とするため、同法第８６条第１項の

規定に基づき、御意見を伺うこととしました。 
つきましては、当該保有個人情報を開示することにつき御意見があるときは、別紙「保

有個人情報の開示決定等に係る意見書」を御提出していただきますようお願いいたします。 
なお、提出期限までに意見書の提出がない場合には、特に御意見がないものとして取り

扱わせていただきます。 

開示請求に係る保有個人情報

に含まれているあなた（貴団

体等）に関する情報の内容 

 

開示請求の年月日 年   月   日 

意見書の提出先  
（事務担当部局等） 

所在地（〒       ） 
 
名 称        
           
電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

意見書の提出期限 年     月     日 

備考  

 
 



別 紙 
 

保有個人情報の開示決定等に係る意見書 
 

年  月  日  
 

 公立大学法人福岡県立大学理事長 殿 
 

住所又は居所（法人その他の団体にあっては、事務所の所在地） 
            （〒       ） 
      

氏名又は名称（法人その他の団体にあっては、その団体の代表者の氏名） 
 

            電話番号（   ）   ― 
            連絡先又は連絡担当者 
 
 
    年  月  日付け    第   号で照会のあった保有個人情報の開示につ

いて、次のとおり意見を提出します。 

開示請求に係る保有個人

情報に含まれている私

（当団体等）に関する情

報の内容 

 

開示に関しての意見 

 

□ 保有個人情報を開示されることについて支障がない。 

 

□ 保有個人情報を開示されることについて支障がある。 

 

(1) 支障（不利益）がある部分 

 

 

 

(2) 支障（不利益）の具体的理由 

 

注 １ 本意見書の内容確認等を行う場合がありますので、電話番号欄には、確実に連絡が取れる番号を

記載してください。 
  ２ 開示に関しての意見欄には、保有個人情報を開示されることについて「支障がない」場合、「支

障がある」場合のいずれかに該当する□にレ印を付けてください。また、「支障がある」を選択さ

れた場合には、(1)支障（不利益）がある部分、(2)支障（不利益）の具体的理由について記載して

ください。 
  ３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とします。 
 
  



様式第１２号（第１０条関係） 
 

保有個人情報の開示請求に係る意見照会書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
                 公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   印 
 
 
あなた（貴団体等）に関する情報が含まれている保有個人情報について、個人情報の保

護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第７７条第１項の規定による開示請求があり、

当該保有個人情報について開示決定等を行う際の参考とするため、同法第８６条第２項の

規定に基づき、御意見を伺うこととしました。 
つきましては、当該保有個人情報を開示することにつき御意見があるときは、別紙「保

有個人情報の開示決定等に係る意見書」を御提出していただきますようお願いいたします。 
なお、提出期限までに意見書の提出がない場合には、特に御意見がないものとして取り

扱わせていただきます。 

開示請求に係る保有個人情報

に含まれているあなた（貴団

体等）に関する情報の内容 

 

開示請求の年月日 年   月   日 

法第８６条第２項第１号又は

第２号の規定の適用区分及び

その理由 

 
・適用区分  □第１号  □第２号 
・適用理由 

意見書の提出先  
（事務担当部局等） 

所在地（〒       ） 
 
名 称             
          
電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

意見書の提出期限 年     月     日 

備考  

 



別 紙 
 

保有個人情報の開示決定等に係る意見書 
 

年  月  日  
 

 公立大学法人福岡県立大学理事長 殿 
 

住所又は居所（法人その他の団体にあっては、事務所の所在地） 
            （〒       ） 
      

氏名又は名称（法人その他の団体にあっては、その団体の代表者の氏名） 
 

            電話番号（   ）   ― 
            連絡先又は連絡担当者 
 
 
    年  月  日付け    第   号で照会のあった保有個人情報の開示につ

いて、次のとおり意見を提出します。 

開示請求に係る保有個人

情報に含まれている私

（当団体等）に関する情

報の内容 

 

開示に関しての意見 

 

□ 保有個人情報を開示されることについて支障がない。 

 

□ 保有個人情報を開示されることについて支障がある。 

 

(1) 支障（不利益）がある部分 

 

 

 

(2) 支障（不利益）の具体的理由 

 

注 １ 本意見書の内容確認等を行う場合がありますので、電話番号欄には、確実に連絡が取れる番号を

記載してください。 
  ２ 開示に関しての意見欄には、保有個人情報を開示されることについて「支障がない」場合、「支

障がある」場合のいずれかに該当する□にレ印を付けてください。また、「支障がある」を選択さ

れた場合には、(1)支障（不利益）がある部分、(2)支障（不利益）の具体的理由について記載して

ください。 
  ３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とします。 
 
  



様式第１３号（第１０条関係） 
 

反対意見書に係る保有個人情報の開示決定通知書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 
    年  月  日付けであなた（貴団体等）から「保有個人情報の開示決定等に係

る意見書」の提出がありました保有個人情報については、次のとおり開示することを決定

しましたので、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８６条第３項

の規定により通知します。 

開示決定した保有個人情報

に含まれているあなた（貴

団体等）に関する情報の内

容 

 

開示決定をした理由 

 

開示決定をした日       年   月   日 

開示を実施する日       年   月   日 

事務担当部局等 
 

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考  
この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、

公立大学法人福岡県立大学理事長に対して審査請求をすることができます。また、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に公立大学法人福岡県立大学を被告として（代表者は公立

大学法人福岡県立大学理事長となります。）この決定の取消しの訴えを提起することもできます。 
なお、決定の取消しの訴えは、審査請求を行った後においては、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 



様式第１４号（第１２条関係） 
 

保有個人情報の開示実施方法等申出書 

 
年  月  日  

 
 公立大学法人福岡県立大学理事長 殿 
 

郵便番号        
（請求者）住所又は居所                      
     フリガナ                        

            氏  名                        
            電話番号（     ）      ―          
 
 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８７条第３項の規定により

申し出ます。 
保有個人情報（部

分）開示決定通知

書の文書番号及び

日付 

文書番号  

日 付       年   月   日 

求める開示の実施

方法等 

□ 閲覧 
□ 全部 

□ 一部 

（                  ） 

□ 視聴取 
□ 全部 

□ 一部 

（                  ） 

□ 写しの交付 

（□ 郵送希望） 

□ 全部 

□ 一部 

（                  ） 

開示の実施を希望

する日 年   月   日 午前・午後

 注 １ □については、該当する□にレ印を付けてください。 
  ２ 保有個人情報の一部のみの開示の実施を求める場合又は保有個人情報について部分ごとに異な

る方法による開示の実施を求める場合は、一部の□にレ印を付けた上で、その内容を記載してくだ

さい。 
  ３ この申出は、正当な理由がある場合を除き、個人情報の保護に関する法律第８２条第１項に規定

する通知があった日から３０日以内に行う必要があります。 
  ４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とします。 



様式第１５号（第１６条関係） 
（表）  

保有個人情報訂正請求書 
 
公立大学法人福岡県立大学理事長 殿 

年  月  日  
郵便番号        

（請求者）住所又は居所                      
     フリガナ                        

            氏  名                        
            電話番号（     ）      ―          
 
個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９１条第１項の規定により、

次のとおり保有個人情報の訂正を請求します。 

開示を受けた年月日 年    月    日 

開示決定通知書の文書番

号及び決定日 
文 書 番 号： 
開示決定日： 

訂正請求に係る保有個人

情報の内容 
 

訂正請求の趣旨及び理由 
 

代理人が請

求する場合

における本

人の氏名等 

フリガナ 
氏 名 

 
 

住所又は居

所  

電話番号 （任意代理人の場合） 

代理人の種

別 

□法定代理人 
□未成年者（    年  月  日生） 

 □成年被後見人 
□任意代理人 

備考  
注 １ □については、該当する□にレ印を付けてください。 
  ２ 必要に応じて訂正を求める内容が事実に合致することを証明する資料を提示し、又は提出してく

ださい。 
  ３ 請求の際は、請求者欄に記載された請求者本人であることを確認するために必要な書類（運転免

許証、健康保険の被保険者証、個人番号カード等）の提示又は提出が必要です。 
  ４ 法定代理人による請求の場合は、３の書類のほか戸籍謄本等その資格を証明する書類の提示又は

提出が必要です。 
  ５ 任意代理人による請求の場合は、３の書類のほか委任状等その資格を証明する書類の提出が必要

です。 
  ６ ４及び５の書類は、訂正請求の日前３０日以内に作成されたものに限ります。 
  ７ 任意代理人による請求の場合は、本人に対し、代理権の付与についての確認を行う場合がありま

すので、本人の電話番号を必ず記載してください。 
  ８ 個人情報の保護に関する法律第９０条第３項の規定により、訂正請求は、開示を受けた日から９

０日を経過するとできなくなります。 

  ９ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とします。 



（裏） 
書類の送付先（請求者欄の住所又は居所と異なる場合のみ記載） 
郵便番号            
送付先                           
電話番号（      ）       ―          

書類の送付先が請求者欄の住所又は居所と異なる場合は、その理由を記入し、当該理

由を証明する書類（例えば入院先の病院長の証明等）を提示又は提出してください。 
（理由） 

 

【郵送により訂正請求を行う場合】 

 郵送により訂正請求を行う場合は、次に掲げる書類を提出する必要があります（提出す

る書類にレ印を付けてください。）。なお、その他確認書類を提出する場合には、開示請

求担当窓口へ事前に相談してください。 

１ 請求者欄（表面）に記載された請求者本人であることを確認するため、次の(1)及び(2)

の書類を提出してください。 
 （1）次のいずれかの書類の写し 
  □運転免許証 □健康保険の被保険者証 

  □個人番号カード（表面のみ） □住民基本台帳カード（住所記載のあるもの） 

  □在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明

書 

  □その他確認書類（                    ） 

 （2）住民票の写し（訂正請求の日前３０日以内に作成されたものに限ります。個人番号

の記載がある場合は黒塗りしてください。） 

２ 法定代理人による請求の場合は、１の書類のほか戸籍謄本その他その資格を証明する

書類（訂正請求の日前３０日以内に作成されたものに限ります。）の提出が必要です。 
３ 任意代理人による請求の場合は、１の書類のほか委任状その他その資格を証明する書

類（訂正請求の日前３０日以内に作成されたものに限ります。）の提出が必要です。 

  ただし、委任状については、①委任者の実印により押印した上で印鑑登録証明書を添

付するか②委任者の運転免許証等本人に対し、一に限り発行される書類の写しを併せて

提出してください。 

 
※ 事務担当課等記入欄 
事務担当課等 部・局・所      課・室      係 

請求者本人確認欄 

□運転免許証 □健康保険の被保険者証 
□個人番号カード、住民基本台帳カード（住所記載があるもの） 
□在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみな

される外国人登録証明書 
□その他（               ） 

□住民票（郵送の場合、上記書類及び住民票の確認が必要） 

法定代理人資格確認欄 □戸籍謄本 □成年後見登記の登記事項証明書 
□その他（               ） 

任意代理人資格確認欄 □委任状 □その他（               ） 

備考  



様式第１６号（第１７条関係） 
 

保有個人情報訂正決定通知書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 

年  月  日付けで訂正請求のあった保有個人情報については、個人情報の

保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９３条第１項の規定により、次のとおり

訂正することを決定したので通知します。 

訂正請求に係る保有個人

情報の内容 

 

訂正決定をする内容及び

理由 

（訂正内容） 

（訂正理由） 

事務担当部局等 
      

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考 
 
 

この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、

公立大学法人福岡県立大学理事長に対して審査請求をすることができます。また、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に公立大学法人福岡県立大学を被告として（代表者は公立

大学法人福岡県立大学理事長となります。）この決定の取消しの訴えを提起することもできます。 
なお、決定の取消しの訴えは、審査請求を行った後においては、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 
  



様式第１７号（第１７条関係） 
 

保有個人情報不訂正決定通知書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 

年  月  日付けで訂正請求のあった個人情報については、個人情報の保護

に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９３条第２項の規定により、次のとおり訂正

をしないことを決定したので通知します。 

訂正請求に係る保有個人

情報の内容 

 

訂正をしないこととした

理由 

 

事務担当課等 
     部・局・所    課・室      係 

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考 
 
 

この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、

公立大学法人福岡県立大学理事長に対して審査請求をすることができます。また、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に公立大学法人福岡県立大学を被告として（代表者は公立

大学法人福岡県立大学理事長となります。）この決定の取消しの訴えを提起することもできます。 
なお、決定の取消しの訴えは、審査請求を行った後においては、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 
  



様式第１８号（第１８条関係） 
 

保有個人情報訂正決定等期限延長通知書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 

年  月  日付けで訂正請求のあった保有個人情報については、個人情報の

保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９４条第２項の規定により、次のとおり

訂正決定等の期限を延長したので通知します。 

訂正請求に係る保有個人

情報の内容 

 

延長前の決定期間 年   月   日 から 
年   月   日 まで 

延長後の決定期限 年   月   日  

延長の理由 

 

事務担当部局等 
      

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考  

 
  



様式第１９号（第１９条関係） 
 

保有個人情報訂正決定等期限特例延長通知書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 

年  月  日付けで訂正請求のあった保有個人情報については、個人情報の

保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９５条の規定により、次のとおり訂正決

定等の期限を延長したので通知します。 

訂正請求に係る保有個人

情報の内容 

 

延長前の決定期間 年   月   日 から 
年   月   日 まで 

訂正決定等をする期限 年   月   日 

個人情報の保護に関する

法律第９５条を適用する

理由 

 

事務担当部局等 
      

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考  

  



様式第２０号（第２０条関係） 
 

保有個人情報訂正請求事案移送書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            殿 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 

年  月  日付けで請求のあった保有個人情報の訂正請求に係る事案につい

て、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９６条第１項の規定によ

り、次のとおり移送します。 

訂正請求に係る保有個人

情報の内容 

 

訂正請求者氏名等 

 
氏 名： 
住所又は居所： 
連絡先： 
 
法定代理人又は任意代理人による開示請求の場合 
本人の状況 □未成年（  年  月  日生） 
      □成年被後見人 
      □任意代理人委任者 
 
本人の氏名                 
本人の住所又は居所             

添付資料等 
 

備考 
 

注 訂正請求書の写し、移送までの経緯の概要等参考になる資料を添付し、併せて添付資料欄

に記載すること。 
  



様式第２１号（第２０条関係） 
 

保有個人情報訂正請求事案移送通知書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 

年  月  日付けで請求のあった保有個人情報の訂正請求に係る事案につい

て、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９６条第１項の規定によ

り、次のとおり移送したので通知します。 
 なお、保有個人情報の訂正決定等は、下記の移送先の行政機関等において行われます。 

訂正請求に係る保有個人

情報の内容 

 

移送をした日 年    月    日 

移送の理由 
 

移送先の行政機関の長等 

行政機関の長等 
 

部局課室名等 
 

所在地 
 

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

移送元の事務担当部局等 
 

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考  

  



様式第２２号（第２１条関係） 
 

保有個人情報訂正実施通知書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            殿 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 
貴職に提供している個人情報について、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５７号）第９２条の規定により、次のとおり訂正したので、同法第９７条の規定により

通知します。 

提供した保有個人情報の内容 

 

訂正請求者の氏名等保有個人

情報を特定するための情報 

（氏名、住所等） 

訂正請求の趣旨 
 

訂正決定をする内容及び理由 

（訂正内容） 

（訂正理由） 

事務担当部局等 
 

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考 
 

 
  



様式第２３号（第２２条関係） 
（表）  

保有個人情報利用停止請求書 
 
公立大学法人福岡県立大学理事長 殿 

年  月  日  
郵便番号        

（請求者）住所又は居所                      
     フリガナ                        

            氏  名                        
            電話番号（     ）      ―          
 
個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第９９条第１項の規定により、

次のとおり保有個人情報の利用停止を請求します。 

開示を受けた年月日 年    月    日 

開示決定通知書の文書番

号及び決定日 
文 書 番 号： 
開示決定日： 

利用停止請求に係る保有

個人情報の内容 
 

利用停止請求の趣旨及び

理由 
 

代理人が

請求する

場合にお

ける本人

の氏名等 

フリガナ 
氏 名 

 
 

住所又は居所  

電話番号 （任意代理人の場合） 

代理人の種別 

□法定代理人 
□未成年者（    年  月  日生） 

 □成年被後見人 
□任意代理人 

備考  
注 １ □については、該当する□にレ印を付けてください。 
  ２ 必要に応じて利用停止を求める内容が事実に合致することを証明する資料を提示し、又は提出し

てください。 
  ３ 請求の際は、請求者欄に記載された請求者本人であることを確認するために必要な書類（運転免

許証、健康保険の被保険者証、個人番号カード等）の提示又は提出が必要です。 
  ４ 法定代理人による請求の場合は、３の書類のほか戸籍謄本等その資格を証明する書類の提示又は

提出が必要です。 
  ５ 任意代理人による請求の場合は、３の書類のほか委任状等その資格を証明する書類の提出が必要

です。 
  ６ ４及び５の書類は、利用停止請求の日前３０日以内に作成されたものに限ります。 
  ７ 任意代理人による請求の場合は、本人に対し、代理権の付与についての確認を行う場合がありま

すので、本人の電話番号を必ず記載してください。 
  ８ 個人情報の保護に関する法律第９８条第３項の規定により、利用停止請求は、開示を受けた日か

ら９０日を経過するとできなくなります。 

  ９ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とします。 



（裏） 
書類の送付先（請求者欄の住所又は居所と異なる場合のみ記載） 
郵便番号            
送付先                           
電話番号（      ）       ―          

書類の送付先が請求者欄の住所又は居所と異なる場合は、その理由を記入し、当該理

由を証明する書類（例えば入院先の病院長の証明等）を提示又は提出してください。 
（理由） 

 

【郵送により利用停止請求を行う場合】 

 郵送により利用停止請求を行う場合は、次に掲げる書類を提出する必要があります（提

出する書類にレ印をつけてください。）。なお、その他確認書類を提出する場合には、開

示請求担当窓口へ事前に相談してください。 

１ 請求者欄（表面）に記載された請求者本人であることを確認するため、次の(1)及び(2)

の書類を提出してください。 
 （1）次のいずれかの書類の写し 
  □運転免許証 □健康保険の被保険者証 

  □個人番号カード（表面のみ） □住民基本台帳カード（住所記載のあるもの） 

  □在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国人登録証明

書 

  □その他確認書類（                    ） 

 （2）住民票の写し（利用停止請求の日前３０日以内に作成されたものに限ります。個人

番号の記載がある場合は黒塗りしてください。） 

２ 法定代理人による請求の場合は、１の書類のほか戸籍謄本その他その資格を証明する

書類（利用停止請求の日前３０日以内に作成されたものに限ります。）の提出が必要で

す。 
３ 任意代理人による請求の場合は、１の書類のほか委任状その他その資格を証明する書

類（利用停止請求の日前３０日以内に作成されたものに限ります。）の提出が必要です。 

  ただし、委任状については、①委任者の実印により押印した上で印鑑登録証明書を添

付するか②委任者の運転免許証等本人に対し、一に限り発行される書類の写しを併せて

提出してください。 

 
※ 事務担当課等記入欄 
事務担当課等 部・局・所      課・室      係 

請求者本人確認欄 

□運転免許証 □健康保険の被保険者証 
□個人番号カード、住民基本台帳カード（住所記載があるもの） 
□在留カード、特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみな

される外国人登録証明書 
□その他（               ） 

□住民票（郵送の場合、上記書類及び住民票の確認が必要） 

法定代理人資格確認欄 □戸籍謄本 □成年後見登記の登記事項証明書 
□その他（               ） 

任意代理人資格確認欄 □委任状 □その他（               ） 

備考  
 



様式第２４号（第２３条関係） 
 

保有個人情報利用停止決定通知書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 

年  月  日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については、個人情

報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第１０１条第１項の規定により、次の

とおり利用停止することを決定したので通知します。 

利用停止請求に係る保有

個人情報の内容 

 

利用停止決定をする内容

及び理由 

（利用停止決定の内容） 

（利用停止の理由） 

事務担当部局等 
 

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考 
 

この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、

公立大学法人福岡県立大学理事長に対して審査請求をすることができます。また、この決定があったこと

を知った日の翌日から起算して６か月以内に公立大学法人福岡県立大学を被告として（代表者は公立大学

法人福岡県立大学理事長となります。）この決定の取消しの訴えを提起することもできます。 
なお、決定の取消しの訴えは、審査請求を行った後においては、その審査請求に対する裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 
  



様式第２５号（第２３条関係） 
 

保有個人情報利用不停止決定通知書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 

年  月  日付けで利用停止請求のあった個人情報については、個人情報の

保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第１０１条第２項の規定により、次のとお

り利用停止をしないことを決定したので通知します。 

利用停止請求に係る保有

個人情報の内容 

 

利用停止をしないことと

した理由 

 

事務担当部局等 
 

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考 
 
 

この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、

公立大学法人福岡県立大学理事長に対して審査請求をすることができます。また、この決定があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に公立大学法人福岡県立大学を被告として（代表者は公立

大学法人福岡県立大学理事長となります。）この決定の取消しの訴えを提起することもできます。 
なお、決定の取消しの訴えは、審査請求を行った後においては、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 
 
  



様式第２６号（第２４条関係） 
 

保有個人情報利用停止決定等期限延長通知書 
 

第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 

年  月  日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については、個人情

報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第１０２条第２項の規定により、次の

とおり利用停止決定等の期限を延長したので通知します。 

利用停止請求に係る保有

個人情報の内容 

 

延長前の決定期間 年   月   日 から 
年   月   日 まで 

延長後の決定期限 年   月   日  

延長の理由 

 

事務担当部局等 
 

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考  

  



様式第２７号（第２５条関係） 
 

保有個人情報利用停止決定等期限特例延長通知書 

 
第     号  
年  月  日  

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 

年  月  日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については、個人情

報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第１０３条の規定により、次のとおり

利用停止決定等の期限を延長したので通知します。 

利用停止請求に係る保有

個人情報の内容 

 

延長前の決定期間 年   月   日 から 
年   月   日 まで 

利用停止決定等をする期

限 年   月   日 

個人情報の保護に関する

法律第１０３条の規定を

適用する理由 

 

事務担当部局等 
      

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考  

  



様式第２８号（第２６条関係） 
 
 

委任状（保有個人情報に係る開示請求用） 

 
 

代理人 住所 
 

氏名 
 
 
上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。 

 
記 

 

１ 保有個人情報の開示請求を行う権限 

２ １の開示請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限 

３ １の開示請求に係る開示決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限 

４ １の開示請求に係る開示決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限 

５ １の開示請求に係る保有個人情報の全部又は一部を開示する旨の決定通知を受ける権

限及び１の開示請求に係る保有個人情報の全部を開示しない旨の決定通知を受ける権限 

６ 開示の実施の方法その他政令で定める事項を申し出る権限及び１の開示請求に係る開

示の実施を受ける権限 
 
 
 
     年   月   日 
 

委任者        住所 
  

氏名                    □印  
 

連絡先電話番号 
 
 
 
 
（注）以下のいずれかの措置を取ってください。 

１ 委任者の印については、実印とし、印鑑登録証明書（ただし、開示請求の日前３

０日以内に作成されたものに限る。）を添付する。 
２ 委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし、個人番号通知カードは不可）等

本人に対し、一に限り発行される書類の複写物を添付する。 
※ 不要な事項は、抹消すること。また、用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とす
る。 

開示請求に係る

保有個人情報の

本人 



様式第２９号（第２６条関係） 
 
 

委任状（保有個人情報に係る訂正請求用） 

 
 

代理人 住所 
 

氏名 
 
 
上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。 

 
記 

 

１ 保有個人情報の訂正請求を行う権限 

２ １の訂正請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限 

３ １の訂正請求に係る訂正決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限 

４ １の訂正請求に係る訂正決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受ける権限 

５ １の訂正請求に係る保有個人情報を訂正する旨の決定通知を受ける権限及び１の訂正

請求に係る保有個人情報を訂正しない旨の決定通知を受ける権限 
 
 
 
     年   月   日 
 

委任者        住所 
  

氏名                    □印  
 

連絡先電話番号 
 
 
 
 
 
（注）以下のいずれかの措置を取ってください。 

１ 委任者の印については、実印とし、印鑑登録証明書（ただし、訂正請求の日前３

０日以内に作成されたものに限る。）を添付する。 
２ 委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし、個人番号通知カードは不可）等

本人に対し、一に限り発行される書類の複写物を添付する。 
※ 不要な事項は、抹消すること。また、用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とす
る。 
 

訂正請求に係る

保有個人情報の

本人 



様式第３０号（第２６条関係） 
 
 

委任状（保有個人情報に係る利用停止請求用） 

 
 

代理人 住所 
 

氏名 
 
 
上記の者を代理人と定め、下記の事項を委任します。 

 
記 

 

１ 保有個人情報の利用停止請求を行う権限 

２ １の利用停止請求に係る事案を移送した旨の通知を受ける権限 

３ １の利用停止請求に係る利用停止決定等の期限を延長した旨の通知を受ける権限 

４ １の利用停止請求に係る利用停止決定等の期限の特例規定を適用した旨の通知を受け

る権限 

５ １の利用停止請求に係る保有個人情報を利用停止する旨の決定通知を受ける権限及び

１の利用停止請求に係る保有個人情報を利用停止しない旨の決定通知を受ける権限 
 
 
 
     年   月   日 
 

委任者        住所 
  

氏名                    □印  
 

連絡先電話番号 
 
 
 
 
 
（注）以下のいずれかの措置を取ってください。 

１ 委任者の印については、実印とし、印鑑登録証明書（ただし、利用停止請求の日

前３０日以内に作成されたものに限る。）を添付する。 
２ 委任者の運転免許証、個人番号カード（ただし、個人番号通知カードは不可）等

本人に対し、一に限り発行される書類の複写物を添付する。 
※ 不要な事項は、抹消すること。また、用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とす
る。 

  

利用停止請求に

係る保有個人情

報の本人 



様式第３１号（第２７条関係） 
 

保有個人情報に係る審議会諮問通知書 

 
第     号 
年  月  日 

 
            様 
 
               公立大学法人福岡県立大学理事長  氏   名 印 
 
 
個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第  条の規定に基づく  決

定等に対する次の審査請求については、福岡県個人情報保護審議会に諮問しましたので、

同法第１０５条第３項において準用する同条第２項の規定により通知します。 

審査請求に係る保有個人

情報の内容 

 

審査請求に係る  決定

等の内容 

 

審査請求の内容 

（１）審査請求年月日 
 
（２）審査請求の趣旨 
 
 
 
 

諮問をした日 年   月   日 

事務担当部局等 
 

電話番号（   ）   ―     内線（    ） 

備考  
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